
 

 

令和３年度ＯＩＨ（大阪イノベーションハブ） 

シードアクセラレーションプログラム業務委託仕様書 

  

１ 業務名称 

   令和３年度ＯＩＨ（大阪イノベーションハブ）シードアクセラレーションプログラム業務委託 

    (以下「本業務」という。) 

 

２ 履行期間 

令和３年５月１日から令和４年３月 31日まで 

 

３ 履行場所 

発注者の指定場所 

 

４ 適用範囲 

(1) この仕様書は、本業務について適用する。 

(2) この仕様書に規定する事項は、受注者がその責任において履行するものとする。 

(3) 受注者は、契約書及び本仕様書に明示のない事項や疑義の生じた事項について、発注者との協議

のうえ対応を決定するものとする。 

 

５ 本業務の目的 

国際的な都市間競争が激化している中で、大阪・関西が経済的な成長・発展を果たしていくために

は、新たな価値や市場を生み出すイノベーションが不可欠となっている。 

そのためには、大阪・関西が有するポテンシャルを活かしながら、イノベーション創出を牽引する

意欲的な人材を国内外からひきつけ、また、起業家や新規事業に取り組む人材を資金面で後押しする

投資家やベンチャーキャピタルといった資金供給源のほか、財務や法律といった専門分野で相談を

受ける指導者・協力者（メンター）なども含めた、総合的なイノベーション創出環境となる、スター

トアップ・エコシステムを整備していくことが重要である。 

大阪市においては行政施策として、国内外から人材・情報・資金を誘引し、イノベーションにつな

がるプロジェクトを創出・支援できる「場」と「仕組み」をつくることを目的に平成 25年度にナレ

ッジキャピタルに大阪イノベーションハブ（以下「ＯＩＨ」という。）を開設し、グローバルイノベ

ーション創出支援事業（以下「ＧＩ事業」という。）に取り組んできた。 

ＧＩ事業は、将来にわたって、うめきたからイノベーションを創出し続けられるプラットフォーム

としての拠点の構築をめざした取り組みであり、大阪市では「うめきたにおけるグローバルイノベー

ション創出支援の基本方針」を策定し、有識者から構成される「大阪市イノベーション促進評議会」

から意見を聴取しながら、ＧＩ事業が進められてきた。 

この方針については平成 28年度に改定を行い、平成 31年度からは、「大阪イノベーションハブ（Ｏ

ＩＨ）を拠点としたグローバルイノベーション創出支援の基本方針（以下「基本方針」という。）」と
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して、下記の目標（以下「目標」という。）を設定している。目標の達成は、ＧＩ事業を中心に取り

組まれてきたが、これまで、「ＯＩＨシードアクセラレーションプログラム」（以下、「ＯＳＡＰ」と

いう。）についても、事業シナジー効果を高めるためＧＩ事業と連携して実施されており、目標達成

に対して大きく貢献してきたプログラムである。 

また、公益財団法人大阪産業局では、上記ＧＩ事業を受託実施してきたことから、ＯＩＨに集う国

内外のスタートアップ支援に取り組んでおり、スタートアップの事業成長を共に牽引していくＶＣ、

大企業等との連携や、大阪・関西だけでなく、国内外におけるスタートアップ・エコシステムのステ

ークホルダー等とのネットワーク構築を行っている。 

本業務を通じて、スタートアップ・エコシステムにおけるネットワークやリソースを活用し、グロ

ーバル社会の中で意欲あるスタートアップや起業家の更なる成長につなげ、ＯＩＨを拠点に大阪経

済の発展に貢献をしていくことをめざす。 

本業務では、シード期～アーリー期（創業準備中から創業後５年程度）の事業者（以下「スタート

アップ企業」という。）に対し、適切な支援を与えることで事業成長を加速させていくことをめざし

ており、具体的には、イノベーション創出に取り組んでいる全国の自治体や支援機関等と連携して、

関西圏を中心に広くスタートアップ企業を発掘し、大企業（「コーポレート・ベンチャーキャピタル」

を含む。）やシードアクセラレーター等と共に支援する。本業務を実施することで、大企業とスター

トアップ企業との連携の促進（オープンイノベーションの進展）、シード期前後に対する投資資金供

給体制の充実（大阪・関西におけるシードアクセラレーター機能の充実）、既存のものづくり中小企

業との連携など、スタートアップ・エコシステムの要素となるあらゆる資源を巻き込み、有望なス

タートアップ企業を短期間で成長させ、大阪・関西のスタートアップ・エコシステムの充実強化を

図る。 

「スタートアップ企業の育成」と「大阪・関西のスタートアップ・エコシステムの充実強化」を目的

に本業務を実施することで、次世代の成功事例づくりを加速させ、ＯＩＨにおける取り組みととも

に、大阪・関西においてイノベーションが継続して創出される状態をつくりだす。 

 なお、本業務については令和３年度より、公益財団法人大阪産業局が発注者となって事業を実施す

るものである。 

目標（平成 31年度から３年間） （基本方針より抜粋） 

 

① ピッチイベント開催回数 165回 

（平成 31年度：50回、平成 32年度：55回、平成 33年度：60回） 

② グローバル展開が見込まれるプロジェクトの創出・推進支援※１ 件数  180件 

（平成 31年度：55回、平成 32年度：60回、平成 33年度：65回） 

③ ＯＩＨが支援するベンチャー企業等の資金調達額※２ 50億円 

④ 既存企業や大学などが参画するＯＩＨパートナー会員 100者純増 

（平成 31年度：30者、平成 32年度：35者、平成 33年度：35者） 

⑤ ＯＩＨが支援するベンチャー企業等が海外事務所を開設、または海外企業と提携した件数  

３件（各年度 1件） 

 



※１ グローバル展開が見込まれるプロジェクト創出・推進支援 

「プロジェクト」とは、企業等（起業をめざす個人を含む）が新たな製品・サービスの創出に向けて、

具体的な開発計画等の策定・実施等に取り組んでおり、次のいずれかの要件を満たしているもので、

本業務によって創出や推進を遂げたものであると受注者と発注者が認識を同じくするもの。 

・複数の事業者間で守秘義務・共同研究等契約関係を結んでいるもの。 

・ソフトウェア等における試作版の公開がなされたもの。 

・資金調達に向けた具体的アクションがあるもの。 

※２ 平成 30 年度以前に支援をした企業の新たな資金調達額を含む 

 

６ 業務内容 

・次の（1）～（4）の業務を行う。（1）、（2）については、これらを２回以上実施し、合計 16者以上

のスタートアップ企業をＯＳＡＰにおいて支援すること。その結果、プログラム参加者の２分の１以

上が、大企業との連携や資金の獲得を果たすよう努めること。 

 

・履行期間終了までに、ＯＳＡＰ参加企業が総額３億円以上の資金を獲得できるよう努めること。当

該資金獲得額の目標達成について、本業務受注者はその責めを負わないが、将来を見据えた効果的な

プログラムを実施すること。 

 

・本業務の事業効果を高めるため、発注者が行うスタートアップ向けの支援事業や、ＯＩＨにおける

他の取り組みとも積極的に連携をしてＯＳＡＰを実施すること。 

 

 (1) スタートアップ企業の募集 

ア 全国の自治体、支援機関、大学の産官学連携担当者等と連携し、関西圏を基本として、１回あた

り 50者以上を目標にスタートアップ企業を募集すること。連携先となる自治体や大学等について

は、企画提案書の内容から更なる拡充に努めること。募集期間を十分（概ね１か月程度）にとり、

応募者の発掘に努めること。また、スタートアップ企業の募集に関する告知を兼ねたイベント等を

発注者と連携して 1 回以上開催し、対象となるスタートアップ企業に対して、本業務の趣旨や内

容が伝わるように実施すること。 

 

イ 応募のあったスタートアップ企業から、審査によって有望なスタートアップ企業を選定すること。

スタートアップ企業は、大企業等が関心を示す製品やサービス等の開発計画を有していることを条

件とし、将来性や実現性等から総合的に判断して選定すること。なお、選定されるスタートアップ

企業については、原則として、大阪市および他機関（行政、民間問わず）が実施する他のアクセラ

レーション、ハンズオン支援プログラム（以下、「他プログラム」という。）と重複しての参加はで

きないものとすること。具体的には、下記(2)アに定める本業務のプログラム実施期間中に、重複

して他プログラムによる支援を受ける予定がないことを書面確認のうえ、選定を行うこと。 

選定方法は、応募書類に基づき書類審査・面談審査によるものとする。選定にあたっては、発注

者、および外部の有識者等が参画するものとし、書類審査だけでなく、多くの応募者と面接できる



機会を設け、可能な限りスタートアップ企業のビジネスプランがくみ取れるようにすること。外部

有識者の選定にあたっては、事前に発注者と協議すること。 

 

(2) アクセラレーションプログラムの実施 

 上記(1)で選定したスタートアップ企業に対して、次のような支援を行うこと。 

ア 各スタートアップ企業に対し、４か月間程度、事業の推進を支援するＯＳＡＰのプログラムを実

施すること。 

イ 支援プログラムの内容は、次のとおりとし、支援先スタートアップ企業の状況に合わせて適切な

支援を行うこと。 

(ｱ) 起業経験者、事業経営経験者、ベンチャーキャピタル等による定期的なメンタリング。 

(ｲ) 資金調達（資本政策）、人事（組織構築や人材確保）、法務、知財など創業期の経営上の留意点

などについての支援活動。 

(ｳ) プレゼンテーション力向上支援。 

  (ｴ) 試作品を製作する場合の、ものづくり中小企業との連携。 

(ｵ) 大企業の資金や販路等の資源の活用による事業拡大をめざした連携活動。 

(ｶ) エンジェル資金、シードマネー等の投資資金獲得をめざした支援活動。 

(ｷ) その他スタートアップ企業の事業の推進に有益な支援先につなげる活動。 

ウ プログラム終了の際には、大企業やベンチャーキャピタル等を招き、ＯＳＡＰの成果発表会を

開催することで、スタートアップ企業のさらなる成長に繋がる機会を創出すること。また、同時

に本業務のプロモーションの場としても活用し、スタートアップ・エコシステムの充実・強化を

はかること。 

 

(3) 情報発信 

ア ＯＳＡＰの実施状況は逐次情報発信し、支援したスタートアップ企業のプロモーションや大阪・

関西の人材の起業家マインド醸成につなげること。 

イ 本業務のＷＥＢによる情報発信はＯＩＨのホームページ(http://www.innovation-

osaka.jp/ja/)やメールマガジン等と連携して行うとともに、マスメディアを活用したＰＲにも

取り組むこと。本プログラム並びに採択企業のメディアへの掲載は、各期 10回以上の露出をめ

ざし、ＯＳＡＰのプログラムが掲載される際には、ＯＩＨや大阪市関連の事業としてのブランデ

ィングに努めること。 

ウ Facebook等に本プログラムの専用ページを設けて適宜情報発信を行う等、ＳＮＳを活用したＰ

Ｒにも取り組むこと。 

  エ ＯＳＡＰの認知度向上に資するコンテンツの強化等、更なる Webサイトのブラッシュアップを

行うこと。なお、上記のコンテンツの作成は受注者が行うものとし、ＯＩＨの情報発信方針と整

合性を保つため、発注者やＯＩＨの情報発信担当者等と、適宜連絡調整すること。 

 

(4) プログラム終了スタートアップ企業への支援 

ア 過去にＯＳＡＰを終了したスタートアップ企業（平成 28年～令和 2年度のプログラムに参加し

http://www.innovation-osaka.jp/ja/
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たスタートアップ企業を含む。以下同様。）に対しても、積極的なフォローアップを行い、本プロ

グラムのブランディング向上や成果の把握・創出に取り組むこと。 

イ ＯＳＡＰのプログラムを終了したスタートアップ企業の継続フォローによる成功事例の創出策

として、アルムナイなどＯＳＡＰコミュニティの形成や、その活性化として成長ステージに応じ

た支援情報の提供、地元企業・メンター企業とのつながりを強める交流会を開催するなど、大阪・

関西におけるスタートアップ・エコシステムの強化を進める取組を実施すること。また、発注者

が実施するスタートアップや起業家向けの支援事業とも連携を行い、ＯＳＡＰを終了した後もス

タートアップの更なる成長につながるよう取り組む事。 

ウ プログラムを終了したスタートアップ企業から 4 社以上を対象に、企画提案書に基づき海外の

への展開を支援する取り組みをオンラインで実施すること。対象とする国・地域の選定・支援内

容については、アンケート等によりニーズを把握し、スタートアップ企業の海外展開に資するプ

ログラムとする。また、対象となるスタートアップ企業については、発注者と共有や連携を図り

ながら、スタートアップ企業の海外展開支援につなげていく。 

 

(5) フォローアップ、ＯＩＨ関連業務との連携 

上記(1)でＯＳＡＰのプログラムに選定されたスタートアップ企業が、ＯＩＨで実施しているＯＩＨ

プレイヤー会員として登録手続きを行うように、スタートアップ企業に対して手続きの説明や登録の

確認等の対応を行うこと。 

上記(2)のＯＳＡＰへの参加者として選定されなかったスタートアップ企業には、フォローアップ面

談や、ＯＩＨにおける業務や関西の他の自治体のピッチイベントなどの支援プログラムにつなげるな

ど、発注者と密な連携を図りながら、本業務履行期間内は可能な支援に取り組むこと。また、次期プロ

グラムの採択候補となるスタートアップ企業については、可能な範囲で定期的なメンタリングに取り

組むこと。その他、発注者等と定期的な打ち合わせを行うことにより、ＯＩＨ関連業務との連携を図

り、発注者におけるイノベーション創出の推進に関する取り組みに寄与すること。 

ＯＩＨ関連業務とのシナジー効果を発揮するため、ＯＳＡＰで実施される各種メンタリングや企業 

面談等の場に、発注者等が参加・同席を行えるように調整を行うこと。 

７ その他 

(1)業務実施にあたっての留意点 

ア 本業務にかかるイベントはＯＩＨでの実施を原則とし、イベント以外の各種個別支援について

も可能な限りＯＩＨで実施すること。また、必要に応じて、オンライン会議システム等を受注者側

で準備し、採択企業等がリモート環境であっても、参加できるように工夫すること。なお、使用す

るオンライン会議システム等については、受注者がシステム等の導入や設定の対応を行うととも

に、導入等に必要となる費用負担についても受注者が行うものとする。 

ＯＩＨの使用については、発注者と調整して行うこと。なお、ＯＩＨの開所日時における利用に

かかる経費については原則不要であるが、開所日時以外に利用する場合は、ＯＩＨ業務担当者の人

件費や空調費等の負担が必要となる場合がある。 

本業務履行期間中に受注者及び利用者が、施設や備品等を破損・汚損した場合は、発注者と協議

のうえ、原則として受注者が修繕・原状回復を行うこと。 



イ 本業務の公共性に鑑み、受注者は透明性、公平性を確保し業務にあたること。 

ウ アンケートなどにより、業務の効果を把握し業務改善に努めること。 

エ  本業務実施中は、事業進捗状況を定期的に発注者に報告するとともに、全体のスケジュール管

理や作業工程・実績管理、成果・改善について、定期的に開催する進捗確認会議や適宜行う業務に

関する打合せにより発注者との協議調整を行うこと。また、随時、発注者の求めに応じて本業務に

かかる情報を提供すること。 

オ 受注者は、本業務の目的のひとつに、「大阪・関西のスタートアップ・エコシステムの構築」が

あることを十分に認識し、支援先のスタートアップ企業が大阪・関西の企業と連携し、資金を獲得

することに配慮して業務を行うこと。また、本業務全般を通じて、官民の支援機関等との連携につ

いても意識して取り組み、発注者の要請に応じて、連携協議等に発注者とともに対応すること。 

カ 本業務の終了時には、本業務の実施経過や実施結果（アンケートの分析結果を含む）、本業務に

よって得られた知見、ネットワーク、個々の連携先との連携内容、スタートアップ企業支援の方

策、大阪・関西のスタートアップ・エコシステムの現状やその強化に向けた方策等を含めた報告書

を提出すること。報告書の作成にあたっては発注者と定期的に情報交換等を行いながら進めるこ

と。 

キ 本業務で支援したスタートアップ企業や構築したネットワークは、発注者及びＯＩＨ業務の担

当者と共有すること。 

ク 受注者が独自の判断でアクセラレーションプログラムの参加者等に投資する場合の投資費用等

は本業務の委託料から支出してはならない。 

ケ 受注者が交代する場合は、円滑な引き継ぎに協力すること。本業務によって得られた情報や作成

物は発注者に帰属するものであるから、イベント等参加者等の各情報、諸規定・規約、ＷＥＢコン

テンツ、ＰＲツール等の著作物及び著作権、その他本業務の継続に必要な資産を遅滞なく発注者に

無償で譲渡すること。受注者は作成物の利用に関するすべての著作者人格権については、これを行

使しないこと。また、著作者が受注者以外の第三者である場合は、今後発注者及び新しい受注者に

対して著作者人格権が行使されないよう措置すること。ＷＥＢサイトやＳＮＳ等は契約終了後、新

しい受注者が引き続き使用できるものとすること。 

コ 個人情報、企業情報等の管理にあたって、適切な情報セキュリティ・ポリシー及び情報管理体 

 制を整備すること。 

 

 (2)業務実施に関する基本的な条件 

ア 各業務の実施にあたっては、企画提案書の内容をもとに、随時発注者と連絡調整を行うこと。 

  イ 利用者からの実費負担や企業からの協賛金などの収入について積極的な確保に努めること。 

  ウ 業務を遂行するにあたり必要となる経費は、契約金額に含まれるものとし、発注者は契約金額

以外の費用を負担しないものする。 

エ ＯＩＨに係る経常経費については、大阪市・大阪産業局が負担するが、本業務を実施することに

よって生じるＯＩＨにおける追加経費については、受注者の負担となる。 

オ 本業務から得られる収入については、本業務の経費に充てるものとする。なお、本業務において

料金を徴収する場合は、発注者の承認を得ることとする。 

カ 本業務の実施にあたっては、各種関係法令・条項等を遵守すること。 



キ 事業開始準備のために要する経費や契約終了に伴う引継ぎのために要する経費については、発

注者は負担しない。 

ク 受注者が備品（品質、形状を変えることなく１年を越える使用に耐える１件の購入価格が 50,000

円を超える物品及び雑誌や定期刊行物等を除く購入価格が 5,000円を超える図書をいう。）の購入

を行う場合は、事前に発注者に連絡のうえ、帰属等について協議を行うこと。 

ケ 受注者は、業務完了後における「業務報告書」をはじめとした所要の報告書類等のほか、業務の

着手時及び実施中においても所要の書類を作成し、発注者に提出すること。 

コ 本仕様書に記載のないことや疑義が生じた場合は、事前に十分に発注者と協議すること。 

サ 全ての証拠書類は、本業務終了後、5年間保存すること。また、本業務終了後 5年以内に、発注

者・大阪市・他の行政機関等が行う会計監査等の実施があった際には、証拠書類の提出や調査に協

力すること。 

  シ 受注者は、障がいを理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号）に基

づき大阪市が定めた「大阪市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」を

踏まえ、過重な負担が生じない範囲で、障がいのある人が障がいのない人と同等の機会が確保でき

るよう環境への配慮に努めるとともに、障がいのある人の権利利益を侵害することとならないよう、

個々の場面において必要とする社会的障壁の除去について、合理的な配慮の提供に努めなければな

らない。 

 

８ 業務報告書等の作成 

・受注者は発注者と協議の上、適宜必要な書類を作成の上、提出すること。 

・業務の完了時には、受注者は以下の書類を提出すること。 

 

＜業務の完了時に提出する書類＞ 

・業務完了届・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１部  

・業務報告書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０部（Ａ４判）  

上記の電子データ 

※ Microsoft Office Word、Excel、PowerPointを使用して作成すること。 

   これらによらない場合は、発注者と協議の上使用ソフトを決定すること。 

※ 外観からタイトル・内容等がわかるようにすること。 

※ 提出する電子データは、コンピュータウイルスによるデータの紛失や改ざん及び

外部へのコンピュータウイルスの拡散を防止するため、ウイルスチェックを行うこ

と。 

※ 業務報告書等については、できる限り再生紙を使用すること。 


